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生活の安全と豊かな環境目指す検討小委員会

における論点について

論点１ 近年の気象変動等に備えたハード対策の推進
論点２ 減災の観点を重視したソフト対策の推進
論点３ 安全・安心を確保する九州圏の圏土構造の形成
論点４ 中山間地域、離島等におけるサービスの確保
論点５ 安全・安心な食を支える九州圏の継承
論点６ 多様で美しい調和の取れた九州圏の保全と継承
論点７ 国際的な環境問題への取り組み
論点８ 流域圏における健全な圏土利用と水循環系の構築
論点９ 海洋・沿岸域圏の総合的な利用と保全

※下線箇所は、特に検討小委員会で議論を要すると考えられる項目

論点１ 近年の気象変動等に備えたハード対策の推進
論点２ 減災の観点を重視したソフト対策の推進
論点３ 安全・安心を確保する九州圏の圏土構造の形成
論点４ 中山間地域、離島等におけるサービスの確保
論点５ 安全・安心な食を支える九州圏の継承
論点６ 多様で美しい調和の取れた九州圏の保全と継承
論点７ 国際的な環境問題への取り組み
論点８ 流域圏における健全な圏土利用と水循環系の構築
論点９ 海洋・沿岸域圏の総合的な利用と保全

※※下線箇所は、特に検討小委員会で議論を要すると考えられる項目下線箇所は、特に検討小委員会で議論を要すると考えられる項目
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論点２ 減災の観点を重視したソフト対策の推進

■対応の方向性（案）

①効果的かつ効率的な情報提供システムの構築

◇ハザードマップ等情報ツールの整備
◇避難経路・避難地の確保等の災害予防システムの充実
◇被災時における防災ボランティア等、様々な主体向けの被災情報共有システムの構築
◇情報通信技術を活用した施設管理の高度化・効率化

②担い手の確保 ③相互支援体制の拡充 ④調査研究

◇中山間地域、離島、中小
都市の旧市街地等の高
齢化が進む地域における
広域的な安全を確保する
担い手の確保

◇複数の地方公共団体等による
広域的かつ相互の防災・危機管
理体制確立
◇自助、共助、公助の思想のもと、
地域コミュニティを核とした地域
防災力の向上

◇災害の要因となる事象に着
目した災害の発生予測、情
報伝達といった分野に係る
（リスクマネジメント）調査研
究

２

（現状）
・九州圏は、わが国の中でも特に多雨地域であることから、近年の異常気象により、社会資本の整備が進
みつつある現在でも、大規模な災害が頻発しているところであり、防災施設の構築等の重要性はさるこ
とながら、ハード整備だけでは限界があるといえる状況。

（抽出された論点）
・地震や津波、噴火、豪雨、高潮等の様々な自然の外力から国民の生命と財産を守る「防災」を強化する
にあたり、災害が発生した場合にも被害を最小限に抑える「減災」の視点を重視した災害対策が必要で
はないか。

（P５～８参照）

（P９～１０参照） （P１０～１１参照） （P１２参照）



• 水害、土砂災害による被害が大きく、10年間の累計で１兆円を超える。
• 圏内各所（都市部／地方部とも）で、被害が発生している。

◆地域別台風上陸数（1971～2000）

◆水害被害の状況 【地方部】

【都市部】

◆土砂災害の状況（S62～H8；箇所数）

資料： 「社会資本整備に係る九州ブロックの将来の姿 平成１６年３月」
（九州地方整備局等）

資料： 「社会資本整備に係る九州ブロッ
クの将来の姿 平成１６年３月」
（九州地方整備局等）

資料： 「社会資本整備に係る九州ブロックの将来の姿 平成１６年３月」
（九州地方整備局等） 資料： 「社会資本整備に係る九州ブロックの将来の

姿 平成１６年３月」 （九州地方整備局等）

◆地域別水害被害額（H4～13；億円）

九州圏における災害の状況

３

［現状］

九州圏は台風常襲地帯である九州圏は台風常襲地帯である

水害による被害額も大きい水害による被害額も大きい

全国の土砂災害の6割が九州圏に集中全国の土砂災害の6割が九州圏に集中



減災の視点の重要性

• 阪神・淡路大震災による反省、いわゆる安全神話の崩壊を踏まえ、従来の“構造物による被害そのものの抑止”
に、“被害を出来るだけ軽減する”という観点を加えた『減災』の考え方が打ち出された。

• 事前に被害の大きさや対処方法を知っておくこと、市民や民間を含む多くの主体で被害に対処すること、被害発生
時に効果的かつ効率的に対処すること、などが重要。

資料：「防災白書」（内閣府）
「減災」Vol.1（「土木施工平成18年4月号別刊）
「都市大災害」（河田恵昭著）

等より作成

阪神・淡路大震災の教訓

【①構造物による『被害抑止』の限界】
⇒原因（例）：
○耐震基準などでの想定を超えた外力
○既存不適格などの存在

【②『被害抑止』を重視していたことにより
『被害軽減』に十分対応できなかった】
⇒原因（例）：
○情報・教育（ｿﾌﾄｳｪｱ）の不備
○救命人材・ボランティア（ﾋｭｰﾏﾝｳｪｱ）の不備
○指揮系統体制・意思決定（ｺﾏﾝﾄﾞｳｪｱ）の不備

『減災』のｺﾝｾﾌﾟﾄ：最終的な被害を小さくすべき
［「被害抑止」に「被害軽減」の観点を加える］

被害の想定を知っておく 知識、意識を育てる

多くの主体で分担する 投入資源を増やす

・ハザードマップ、防災教育等

・公助に加えて自助や共助、地震保険等

被害規模最小化に
向けて意思決定する

逃げさせる、
優先事項を決定する

・迅速な避難勧告発令、トリアージ等

【『減災』に向けて新たに加わった視点の例】

阪神・大震
災以前の
防災対策

大きな被害

発

生

確

率

構造物による対処

情報・人材・意思決定等による対処

巨大災害

「被害抑止」「被害抑止」 「被害軽減」「被害軽減」

甚大な被害無被害

外力の大きさ

阪神・大震
災以降に
見直された
視点

「被害抑止」と「被害軽減」を組み合わせ
ることで、“ゼロ被害”ではなく、“最終的
な被害の最小化（減災）”を目指す。

資料：河田恵昭，『減災』と地域防災，減災Vol.1，平
成18年4月，山海堂

◆減災の視点の重要性－経緯と概念－

４

［論点関連］



【事例】

高齢者の多い町で、高齢者マップをあらかじめ作成していたことか
ら、地震から数時間後に全ての高齢者の状況を把握し、人的被害
を最小限に食い止めた。

情報ツールの必要性（事例）

５

「高齢者マップ」の作成が見事に功を
奏した事例

【成功事例に見える方向性】

●単なるマップ作りではなく、マップを

使う際の「利便性」を考慮した点

●こまめに時点修正していた点

●自治体と民生委員がマップを共有し、

連携をとりやすくしていた点

【成功事例に見える方向性】

●単なるマップ作りではなく、マップを

使う際の「利便性」を考慮した点

●こまめに時点修正していた点

●自治体と民生委員がマップを共有し、

連携をとりやすくしていた点

［①関連］

【事例】

避難の際に手助けが必要な人を記したリストを作っておらず、高齢
者の救助で多くの課題を残した。

災害時情報共有できず行政側の対
策不十分であった事例

【問題点】

①高齢者の多い地区でありながら「災害時要

援護者リスト」の作成が遅れており、情報が

共有されていなかった。

②被災時に災害ボランティア窓口が設置され

ておらず、一向に活動が進まなかった。

【問題点】

①高齢者の多い地区でありながら「災害時要

援護者リスト」の作成が遅れており、情報が

共有されていなかった。

②被災時に災害ボランティア窓口が設置され

ておらず、一向に活動が進まなかった。

【解決への方向性】

①リスト作りを急ぎ、かつ広域な視点でで情

報を共有するシステムが必要。

②災害ボランティアが円滑に活動を行うため

の被災地の各種情報を広域的に共有する

ためのシステムが必要。

【解決への方向性】

①リスト作りを急ぎ、かつ広域な視点でで情

報を共有するシステムが必要。

②災害ボランティアが円滑に活動を行うため

の被災地の各種情報を広域的に共有する

ためのシステムが必要。



◆ブロードバンドサービス未提供地域の
世帯数の対総世帯数比（H18）

• 災害情報をインターネット等で提供する試みがある一方、利用の前提であるブロードバンド等のネットワーク基盤
整備はさらに進めていく必要。

資料：「次世代ブロードバンド戦略2010」（総務省）

◆長崎県電子国土総合防災GIS
（平成１９年４月１６日より試行）

長崎県ホームページより
http://www.pref.nagasaki.jp/sb/gis/agree.php

九州圏における災害情報の提供

６

［①関連］

【確認できる情報】

◇避難施設

◇土砂災害危険箇所

◇土砂災害警戒区域

◇災害情報（一定規模のもの）

◇公共施設、警察・消防、病院、

港湾・漁港、駅、観光施設等

被災時に住民が速
やかに避難するた
めの情報ツール

被災時に住民が速
やかに避難するた
めの情報ツール

災害ボランティア等
の支援者に対する
情報提供ツール

災害ボランティア等
の支援者に対する
情報提供ツール

そのほか様々な主
体が情報を共有す
るためのツール

そのほか様々な主
体が情報を共有す
るためのツール

役割①

役割②

役割③

災害情報を効率よく提供するためのブロード
バンド環境が整っていない地域が存在する。

災害情報を効率よく提供するためのブロード
バンド環境が整っていない地域が存在する。

九州においては、南部及び西
部のエリアに多い傾向

地図上で視覚的に以下の情
報を提供する取り組み

地図上で視覚的に以下の情
報を提供する取り組み

地図イメージ



住民意識と地域防災力の向上

７

［①関連］

住民説明会等について、一方的に行政から住民へ情報を提供す
るのではなく、お互いに対話をする場とし、コミュニケーションを図
ることが重要です。

土砂災害の恐ろしさ、行政として対応できること、住民が自ら行動
すべきこと等について話し合い、住民に“自分たちでやらなければ
いけない”という自覚を芽生えさせることが、地域の防災力向上に
つながります。

住民への説明会 防災訓練

住民主体のハザードマップ（防災マップ）づくり 自主避難ルールの決定

（群馬県みなかみ町粟沢地区の例）

（岐阜県高山市の例）

（高知県土佐市の例） （鹿児島県垂水市の例）

地域防災力の向上に向けた取り組み事例
地域防災力の向上に向けた取り組み事例

資料：国土交通省ホームページ



情報管理と施設管理の高度化・効率化 ［①関連］

鶴田ダムの洪水調節に関する住民意見

の反映（減災に向けた取組事例）

鶴田ダムの洪水調節に関する住民意見

の反映（減災に向けた取組事例）

平成18年7月下旬、鹿児島県北部を中心とした記録
的な豪雨に伴い、川内川水系では甚大な浸水被害が
発生した。

洪水直後から「浸水被害はダム操作が原因である」と
いった鶴田ダムに対する批判がダム下流域の被災者
の方々などから寄せられました。

そのため、鶴田ダムの洪水調節に関する操作方法及
び情報提供のあり方について、様々な視点からご意
見をいただき、検討することを目的として、「鶴田ダム
の洪水調節に関する検討会」を設立しました。

［検討項目］

①鶴田ダム洪水調節の検証

②洪水調節方法の見直しの可能性

③情報提供のあり方

光ファイバーによる各種情報提供光ファイバーによる各種情報提供

８

情報化のポイントは，「使うノウハウ」，「受け手の読解力」，「活用の体制」



都市機能を中心市街地に誘導し、
賑わいを取り戻す。

（改正まちづくり３法）

高齢化が進む離島・中山間及び中心市街地の状況

９

［②関連］

（出典）
表－１ ： 農林業ｾﾝｻｽ

市街地の拡大やそれに伴う郊外商業店舗の増加等商業構
造の変化により、木造家屋が比較的多い旧市街地の人口
が減少し、後継者不足とともに高齢者のシェアが増える。

市街地の拡大やそれに伴う郊外商業店舗の増加等商業構
造の変化により、木造家屋が比較的多い旧市街地の人口
が減少し、後継者不足とともに高齢者のシェアが増える。

中山間地や離島においては、次第に高齢化が進んでいる。
中山間地や離島においては、次第に高齢化が進んでいる。

密集市街地（特に震災・火災面）の安全確保へ
の取り組み

密集市街地（特に震災・火災面）の安全確保へ
の取り組み

①住民意識の高揚（ソフト）

・地域防災性能の公表、図上訓練

・公的セクター、まちづくりNPOの活用（啓発・啓蒙）

②防災環境軸（防火帯）の整備等（ハード）

・木造密集市街地内の都市計画道路の集中整備（避難路）

・工場跡地、学校跡地の活用（広域避難場所）

H14.2.7 社会資本整備審議会 都市計画分科会

地震時等において、大規模火災の可能性がある
密集市街地

7,971 ha
612 ha(7.6%)

[21市町村]

全 国

九州圏

重点密集市街地
面積



地域における自主防災意識の高まり

１０

［②③関連］

○公助・共助に加え、自助への意識改革

○公民館・消防団によるサポート体制

○高齢者の避難誘導

○避難訓練、消防団OBの創設
○防災の「隣組」となる自主防災の電話連

絡網

自主防災への対応

各種自然災害に対応する

広域危機管理体制

北陸地域は東西約500Kmに伸
びる細長い地域です。災害対応
においては迅速かつ的確な初
動活動が必要です。この広大な
地域をカバーするための防災拠
点が整備されており、災害対策
機械や資機材を備蓄しています。
災害が発生した場合には半日
以内に災害現地で災害対策活
動が行えるよう防災拠点として
管内3箇所に 防災センターおよ
び防災支援センターを設置し、
必要な災害対策用建設機械等
を配備しています。また、高規格
道路ネットワーク網の整備により、
周辺の地方整備局での災害に
も即応する体制を図っています。

資料：北陸地方整備局ホームページ

複数の地方公共団体による
広域防災、危機管理体制へ

複数の地方公共団体による
広域防災、危機管理体制へ



• 九州圏においても自治体、日本赤十字社、さらにＮＰＯ等、数多くの災害ボランティア活動及び支援を行う団体が
存在する。
• 圏域内で自主防災組織率に格差（佐賀県7.5%～大分県73.7%；全国64.5%）。

資料：消防庁 災害ボランティア・データバンクホームページより

http://www.fdma.go.jp/volunteer/index.cgi

◆九州圏の災害ボランティア団体等

※自主防災組織率：組織されている地域の世帯数を全世帯数で除したもの

資料：内閣府ホームページより http://www.bousai.go.jp/

九州圏における防災についてのボランティア等の状況

１１

［③関連］

自治会や町内会を母体に、住民が連携して防災
活動に取り組む自主防災組織の組織率を上げて
いく取り組みが必要

自治会や町内会を母体に、住民が連携して防災
活動に取り組む自主防災組織の組織率を上げて
いく取り組みが必要

各地域において災害ボランティアの気運が高ま
りつつある

各地域において災害ボランティアの気運が高ま
りつつある

◆九州圏の自主防災組織率

日本赤十字社鹿児島県支部鹿児島県

日本赤十字社宮崎県支部宮崎県

日本赤十字社大分県支部 赤十字防災ボランティア大分県

日本赤十字社熊本県支部熊本県

日本赤十字社長崎県支部長崎県

天理教災害救済ひのきしん隊（長崎教区隊）長崎県

日本赤十字社佐賀県支部佐賀県

福岡県赤十字防災ボランティア連絡協議会福岡県

●財団法人、社団法人、社会福祉法人、宗教法人、日本赤十字社

特定非営利活動法人 ＮＰＯみやざき宮崎県

特定非営利活動法人 大分県砂防ボランティア協会大分県

ＮＰＯ法人 ボランネット とよさき大分県

特定非営利活動法人災害通信ネットワーク熊本県

特定非営利活動法人 長崎県砂防ボランティア協会長崎県

特定非営利活動法人 長崎県水難救済会長崎県

特定非営利活動法人 島原ボランティア協議会長崎県

特定非営利活動法人 島原普賢会長崎県

福岡レスキューサポートバイクネットワーク福岡県

●ＮＰＯ、社会福祉協議会、任意団体

九州各県の自主防災組織率（％）

41.8
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全国の自主防災組織率は、年々次第に上昇して
おり、住民の防災に対する意識が高まっている。

全国の自主防災組織率は、年々次第に上昇して
おり、住民の防災に対する意識が高まっている。

全国平均 62.5%
九州平均 42.2%



◆緊急地震速報の実用化に向けた取組み◆防災情報共有プラットフォームの構築

資料：「平成18年版 防災白書」

◆防災に関する重要な研究開発課題

資料：「平成18年版 防災白書」

防災情報の提供や調査研究の方向性

１２

［④関連］

緊急時の情報ネットワークの実用化、平常時から
の防災情報共有プラットフォームについて、全国
ベースでの検討が進められている。

緊急時の情報ネットワークの実用化、平常時から
の防災情報共有プラットフォームについて、全国
ベースでの検討が進められている。

一方、地震速報の伝達・利活用に関する情報管理
システムをはじめ、ハード・ソフトの多岐にわたる開
発研究が進行中である。

一方、地震速報の伝達・利活用に関する情報管理
システムをはじめ、ハード・ソフトの多岐にわたる開
発研究が進行中である。

災害時における事業継続マネジメント力
の向上に関する研究

災害に強い社会
の形成に役立つ
研究

大規模災害時等の消防防災活動支援情
報システム、緊急支援物資や被災者の
迅速な輸送・経済活動の早期回復を支
援する技術

救助等の初動対
処、応急対策技
術

即時的地震情報伝達、災害情報共有シ
ステム・災害情報の収集伝達手法、リア
ルタイム海底地震予測

災害発生時の監
視・警報・情報伝
達及び被害予測
等の技術

降雨予測等を活用した水管理技術、レー
ダ等の観測による土砂・風水害の発生予
測技術

風水害・土砂災
害・雪害等観測・
予測及び被害軽
減技術

大規模地震に対する構造物の耐震化等
の被害軽減技術、地震発生時の構造物
や地盤の挙動のシミュレーション

耐震化や災害対
応・復旧・復興計
画の高度化等の
被害軽減技術

主な内容課題

支援
支援

県域を越えた円滑かつ迅速な広域防災（危機管理）体制へ

資料：北陸地方整備局ホームページ





論点６ 多様で美しい調和の取れた九州圏の保全と継承

①啓発・啓蒙 ②担い手の確保

◇エコツーリズム、グリーン
ツーリズムといった都市と農
山漁村の交流・連携による
美しい森林、農漁村を維持
する担い手の育成

◇環境教育の普及、環境問題
を解決するためのサポート体
制の確立

■対応の方向性（案）

③地域資源の保全

◇水循環系の保全に向けた取
り組み
◇美しい国土の保全や水源か
ん養、また温室効果ガス削
減などの観点からの農林水
産業の保全・育成
◇貴重な自然環境・生態系を
守るための取組（情報共有、
協力体制の形成）の推進

④圏域内外における適切な物質循環システム

◇東アジアを視野に入れた広域的な物質循環システムの促進
◇圏域内の離島等における閉じた物質循環系を広域的に
サポート

１３

（現状）
・九州圏は、世界自然遺産に登録された屋久島を始めとする多くの自然公園、湿地、サンゴ礁等、多様で
貴重な自然環境・生態系をするほか、各地に美しい森林・里村が残るものの中山間地等においては、そ
の保全の担い手不足が懸念されている。

（抽出された論点）
・九州圏に残る美しい圏土を次世代に継承していくため、生態系を保全しつつ自然界のサイクルに適合し
た物質循環の構築等、人と自然の共生を図ることが重要ではないか。

（P１８参照） （P１９参照）

（P２６～２８参照） （P２０～２５参照）



◆九州の主な地域資源

• 九州圏は豊かな自然、温泉、歴史、文化等の地域資源が各地に点在し、魅力ある圏土を形成している。
• 九州は国立公園や国定公園などの自然環境保全のために指定された区域が広く、一人当たりの自然公園面積は
全国と比較して高い。

資料：「第４回 生物多様性国家戦略の見直しに関する懇談会資料」、
文化庁ホームページより作成

世界遺産 屋久島

特別天然記念物 ●
古処山ツゲ原始林、立花山クスノキ原始林、福岡県
相良のアイラトビカズラ、熊本県
青島亜熱帯性植物群落、都井岬ソテツ自生地、 内海のヤッコソウ

発生地、宮崎県
屋久島スギ原始林、 蒲生のクス、 喜入のリュウキュウコウガイ産地、
鹿児島県のソテツ自生地、 鹿児島県のツルおよびその渡来地、枇榔

島亜熱帯性植物群落、鹿児島県

立花山クスノキ原始林

古処山ツゲ原始林、

相良のアイラトビカズラ

青島亜熱帯性植物群落、

都井岬ソテツ自生地

枇榔島亜熱帯性
植物群落

ソテツ自生地

ソテツ自生地
ソテツ自生地

ソテツ自生地
喜入のリュウキュウコウガイ産地

ツルおよびその渡来地

屋久島スギ原始林

蒲生のクス

内海のヤッコソウ発生地

◆世界遺産、自然公園、特別天然記念物の分布状況

九州圏における自然環境保全状況

１４

［現状］

１人当り自然公園面積は広い！



◆広域圏計画区域別の植生区分の割合

資料： 「広域ブロック毎の自然環境の特性（国土審議会計画部会
第１３回持続可能な国土管理専門委員会）平成１９年２月７日」

集落住民に
より維持

他集落と合
同で維持

ボランティア
等が維持

その他 不明 計

北海道
3,410
(85.3%)

120
(.3.0%)

0
(0.0%)

371
(9.3%)

97
(2.4%)

3,998
(100.0%)

東北圏
12,258
(96.3%)

126
(1.0%)

0
(0.0%)

342
(2.7%)

1
(o.o%)

12,727
(100.0%)

首都圏
2,386
(95.0%)

64
(2.5%)

0
(0.0%)

61
(2.4%)

0
(0.0%)

2,511
(100.0%)

北陸圏
1,639
(96.0%)

7
(0.4%)

1
(0.1%)

26
(1.6%)

0
(0.0%)

1,673
(100.0%)

中部圏
3,521
(90.2%)

207
(5.2%)

0
(0.0%)

102
(2.6%)

73
(1.9%)

3,903
(100.0%)

近畿圏
2,735
(99.5%)

10
(0.4%)

0
(0.0%)

4
(0.1%)

0
(0.0%)

2,749
(100.0%)

中国圏
11,913
(94.9%)

146
(1.2%)

3
(0.0%)

469
(3.7%)

19
(0.2%)

12,550
(100.0%)

四国圏
6,247
(94.7%)

149
(2.3%)

5
(0.1%)

120
(1.8%)

75
(1.1%)

6,596
(100.0%)

九州圏
14,002
(91.7%)

388
(2.5%)

10
(0.1%)

509
(3.3%)

364
(2.4%)

15,273
(100.0%)

沖縄県
174
(59.8%)

3
(1.0%)

0
(0.0%)

0
(0.0%)

114
(39.2%)

291
(100.0%)

全国
58,285
(93.8%)

1,220
(2.0%)

19
(o.o%)

2,004
(3.2%)

743
(1.2%)

62,271
(100.0%)

：各維持形態において該当集落数の割合が最も大きい圏域

：各維持形態において該当集落数の割合が2番目に大きい圏域

注：資源管理機能とは水田、山林等の生産基盤をいう

全体
資源管理機能の維持形態

◆水田、山林などの維持管理主体

九州圏における森林、田畑の管理状況

資料： 「過疎地域等における集落の状況に関するアンケート調査結果（中
間報告） 平成１９年２月１５日」
（国土審議会第２１回計画部会）

１５

九州圏における水田、山林等の維持管理は主に
集落住民により管理されており、コミュニティ力の
減少等により存続が危ぶまれる地域においては、
新たな担い手が求められる。

九州圏における水田、山林等の維持管理は主に
集落住民により管理されており、コミュニティ力の
減少等により存続が危ぶまれる地域においては、
新たな担い手が求められる。

九州圏における植生区分の比率は、他の圏域と比較して「植林地・耕作地植
生が占める割合が高い。

九州圏における植生区分の比率は、他の圏域と比較して「植林地・耕作地植
生が占める割合が高い。

［現状］

◆増加する耕作放棄地

出典：国土審議会計画部会資料

九州の耕作放棄地も大きく増加している。耕作放棄地を生む主たる事由は高
齢化と考えられ、中山間地を中心に集落の維持が危惧される。

九州の耕作放棄地も大きく増加している。耕作放棄地を生む主たる事由は高
齢化と考えられ、中山間地を中心に集落の維持が危惧される。

耕
作
放
棄
地
の
割
合



出典：国土審議会計画部会資料

維持、存続が危ぶまれる集落数が大きく増加する九州

• 高齢者割合が５０％を超える集落は１，６３３集落。全国総数の２割強を占める。

• 平成11年に比べ、その増加数は中国に次いで多く、増加率は東北に次いで高い。

［現状］

九州には、１６００を超える高齢者を主体とした集落（高齢化率５０％以上）が存在しており、今後、
美しい森林や農山漁村の継承が危惧される状況である。

九州には、１６００を超える高齢者を主体とした集落（高齢化率５０％以上）が存在しており、今後、
美しい森林や農山漁村の継承が危惧される状況である。

１６



循環型社会の必然性

• ２０世紀の経済社会活動全般についての反省、いわゆる大量生産・大量消費・大量廃棄がもたらした環境汚染や
天然資源の枯渇のおそれなどを踏まえ、従来の“大量消費型社会“から“循環型社会”へと転換していくという国際
的な合意がなされた。

• 環境と経済を統合し、持続可能な美しい国土を継承していくためには、市場財についての３Ｒ、水についての循環
など、様々な分野で「循環」と「共生」を実現する必要。

資料：「中間取りまとめ」（国土審議会計画部会）
「バックグラウンドペーパー」（3Rイニシアティブ閣僚会合）
「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて 平成

15 年10 月」(健全な水循環系構築に関する関係省庁連
絡会議) 等より作成

２０世紀の経済社会活動の反省

【①大量消費による環境許容量の限界が】
⇒原因（例）：
○廃棄物の大量発生による汚染
○資源消費量の増大（グローバル化も要因）

【②大量生産に傾斜していたことにより
環境負荷軽減に十分対応できなかった】
⇒原因（例）：
○３Ｒの不徹底、関連技術開発の注力不足
○循環資源の管理不足
○経済社会と自然界との物質循環の不整合

『循環型社会』のｺﾝｾﾌﾟﾄ：
循環と共生を重視し、持続可能性を担保

経済活動 資源の効率的利用

循環資源の管理 国際的な循環

・３Ｒの実現、静脈産業の育成等

・国際ネットワークの確立等

水利用 自然の循環と整合

・山から海まで流域での管理、対応等

【それぞれの分野での循環型社会の例】

大量消費
型社会の
影響

循環型社
会で必要と
なる視点

「社会経済活動の循環」を効率的なもの
とし、「自然界の循環」と合った負荷低
減、管理を目指す。

自然界の循環 社会経済活動の循環

資源投入

埋立処分等

◆循環型社会の必然性－経緯と概念－

１７

［論点関連］



環境教育の取り組み（啓発・啓蒙）

１８

様々なニーズに応えた森林づくりと利用

森林環境教育における学校カリキュラムとの一層の連携強化

１ 趣旨

市民の森林に対する要望は多様化しており、教育の場として森林を利用したいという要望もそのうちの
一つです。
このような要望に応え、九州森林管理局では、これまでも「お届け講座」、「遊々の森」等の制度により
森林環境教育に取り組んできたところです。
一方、平成１８年９月に策定された「新たな森林・林業基本計画」において、今後、森林環境教育を積極
的に進めていく方針であることを踏まえ、九州森林管理局では教育委員会等関係機関へ森林環境教
育の取組内容、メニュー等の紹介を行い、学習カリキュラムに位置づけられるような取組を強化するこ
ととしています。
また、既に森林環境教育を実施している学校については、年中行事として定着できるよう教育機関との
協働を進めていきます。

２ 具体的取組
（１） 引き続き効率的、効果的な実施を図るため、実施回数の拡充、併せてメニューの開発を図ります。
（２） 森林環境教育に理解・興味を示す先生を増やすことにより、累積的な波及効果が期待できること

から、先生を対象にした森林環境教育の拡大を図ります。
（３） 生徒等を教育するＮＰＯ活動を推進するための支援や、署担当者の研修の充実を図ります。

（教育機関との連携事例）

「よかよか金峰の森」（熊本署）での熊本市教育委員会による森林環境教育

「たかくまふれあいの森」（大隅署）での鹿屋市教育委員会による森林環境教育

出展：九州森林管理局

［①関連］

～緑川生涯学習館宿泊施設「清流館」整備事業～

○交流事業の経過・概要

緑川生涯学習館のある当地域は、九州山脈の懐に位置し、熊本県下三大河川の
緑川の源流地域であり、山紫水明の地でもある。

その四季が織り成す自然美、そして山間部特有の人情味を都市と山間地域の交
流基盤とし、宿泊のできる生涯学習の場を提供することにより、地域の活性化を
図ることとした。

○交流事業の効果

施設の開設からまだ日が浅いため、確たる事業の効果は今後期待することである。
これまでは、秋の紅葉祭、フィッシングパーク、キャンプ、バンガロー等により、年
間平均10,000人の都市部との交流であったが、この3ヶ月間の当施設利用者は
1,200人（うち子供の利用数50%）と確実に交流の輪が広がりつつある。

○交流事業の今後の展望

今後の展望としては、九州山地の立地条件を活かした自然体験学習交流や農林
業体験交流、更には、自然と水を守るための流域交流やこの施設を拠点とした九
州ハイランド構想の推進による町村間の連携の展開等を図りたい。

杣の里交流事業

○交流事業の経過・概要

平成元年にオープンした杣の里渓流公園には、レストラン、陶芸・草木染・木工の
クラフトセンター、宿泊施設をはじめ、渓流に架かる遊歩道つり橋などを整備。運
営には、村をはじめ村内の各種団体およびJR九州などの村外の企業5社からな
る第３セクター方式を採用している。また、特別村民制度（名称ソマリアン）を導入
し、個人会員、法人会員を募集した結果、「杣の里渓流公園」には年間3万5千人
が訪れるようになった。

○交流事業の効果

杣の里渓流公園ができ、交流事業の取り組みが村の住民に誇りと自信を持たせ、
特産物生産グループの結成や住民が交流イベントの開催

○交流事業の今後の展望

今後の展望としては、九州山地の立地条件を活かした自然体験学習交流や農林
業体験交流、更には、自然と水を守るための流域交流やこの施設を拠点とした九
州ハイランド構想の推進による町村間の連携の展開等を図りたい。



日本人の感性を育んできた自然環境守る村の営みを支
えたいという思いでグリーンツーリズムを応援している

過疎地域における再生への取り組み（担い手）

１９

［②関連］

棚田の保全や地域振興につなげる「棚田オーナー制度」
へのニーズが増加し、なかでも中高年者の希望者が多
い。

【熊本県小国町】

・１９年前に創設された「ゆうステーション」、今は道の駅”おぐに”
・この二階にはⅠターン、Ｕターンを希望する相談窓口がある

（年間50組の相談、これまで10年間に30組70人）
・町にある町営木材加工センターに勤める方の1/3６人がⅠターン者
・相談受付後、町役場が製材所への斡旋や学びやの里（九州ﾂｰﾘｽﾞﾑ大学）への人材育成を担っている

・町の空き店舗には、最近若者受けの店が相次いでオープン、これの大半は都会からのＵターンした若者が開いた

店（外に出てみて、ふるさと小国の素顔とありがたさがわかったためという）。

・郊外にも酪農を継ぐ意識のもとレストランを開いたＵターン組の若者も居る

◎本来の農村のあるべき姿が、二カ年以上かけた街づくりの成果として再現しつつあることの証。

①グリーンツーリズムを応援する ①棚田復活への取り組み

①小国町の事例

中山間地の活力を維持させるポイントは，
「多様な主体のヤル気」と「地域に生きる誇り」



国内最大級の照葉樹林が広がる宮崎県綾町
における、森林保護運動の取り組み事例

自然環境・生態系を守るための取り組み（食の安全、エコロジカルネットワーク）

２０

［③関連］

圏土の水・土・里
を守るべく多くの
主体、自治体の枠
を越えた自然環
境保全への取り
組み

圏土の水・土・里
を守るべく多くの
主体、自治体の枠
を越えた自然環
境保全への取り
組み



資料： 「社会資本整備に係る九州ブロックの将来
の姿（九州地方整備局等）平成１６年３月」

◆九州圏の流域

◆主体間での連携のパターン

①市町村間における連携 ②国⇔都道府県⇔市町村
における連携

③行政（国、都道府県、市町村）
⇔住民・事業者との連携

④市民間における連携 ⑤行政（国、都道府県、市町村）
⇔他の公的団体、住民との連携

資料： 「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて 平成 15 年 10 月」（健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議）

• 健全な水循環系の構築に向け、関係機関、団体の枠を越え、情報の共有や主体間で連携した取り組みが求めら
れる。

水循環系の保全の取組み（検討イメージ）

２１

［③関連］



• 全国で森林保全に関する税が検討され、導入が進んでいる。（22県、平成19年4月現在）
• 個人が500～1,000円／年、法人は均等割額の3～10％程度が多く、森林整備や環境学習などに充てられている。

◆森林保全に関する税の全国の動き

資料：「森林保全に関する税検討委員会 第１回会議 長崎県」、各自治体ホームページより作成

導入済
山形県、広島県

計 2 県

導入済
岩手県、富山県、石川県、静岡県、
滋賀県、和歌山県、神奈川県
計 7 県

導入済

計 8 県

導入済

計 5 県

森林保全に関する協力体制の取り組み

２２

［③関連］



◆漁獲量の推移

• 減少傾向にあるものの、漁獲量、漁獲高ともに九州圏では高いものがある。
• 放棄への対応、一経営当たりの金額の向上などが課題。

資料：「広域地方計画の策定に向けた海洋・沿岸域に関する利用状況・課題調査報告書 平成19年2月」 （国土交通省国土計画局）

（出典）農林水産省「漁業・養殖業生産統計年報」をもとに作成
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一経営体当たり平均漁獲金額 

（資料）農林水産省「1983年（第7次）漁業センサス」「2003年（第11次）漁業センサス」をもとに作成

◆過去20年間の漁業権放棄面積の推移

資料：「第８～第11次漁業センサス」（農林水産省）をもとに作成
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昭和 58 年～平成 14 年の５ヵ年ごとの累計面積 
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＊ 漁業権放棄について

漁業地区の地先海面の共同漁業権、区画漁業権及び定置漁業権の区域内で、
漁業権放棄に関する契約の調印が行われたものをいう。主な理由としては、
「埋立」と「港湾・漁港の建設」である。

◆漁獲金額の推移

九州圏における漁業の状況

２３

［③関連］



• 漁場（海浜部）のみではなく、森林保全まで含めた生産の場の維持が行われている。

資料：「広域地方計画の策定に向けた海洋・沿岸域に関する利用状況・課題調査報告書 平成19年2月」 （国土交通省国土計画局）

◆漁場者による植樹活動の実施状況

 

：2003 年に続いて活動報告があったところ 

：2004 年に活動報告があったところ 

東北圏 

首都圏 

北陸圏 

中部圏

近畿圏 
中国圏 

四国圏 

九州圏 

（注）北海道及び沖縄県は広域地方計画の対象外。 
ただし、隣接する広域地方計画域には参加することが可能。 

漁業者による森づくり 
（注）JF兵庫漁連 Web サイト 

2004 年度における「漁民の森づくり

活動」状況 

資料：（社）海と渚環境美化推進機構資料をもとに作成
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（平成 14 年 11 月～平成 15 年 10 月） 

資料：「2003年（第11次）漁業センサス」（農林水産省）をもとに作成

◆漁業集落における海浜部清掃活動の有無

漁場保全の取り組み

２４

［③関連］



食材の確保に向けた海洋資源の保護

２５

［③関連］

▼日本人の食卓にのぼる
マグロは、世界の１／４
にあたる。

▼食の安全・安心を脅か
しているBSE問題に代
わる魚ブーム

▼中国も輸入へ

“マグロ”の獲得市場の競
争激化！

需給関係を踏まえ漁場
（水産資源・生態系）の
保全に向けた我慢？

では・・・

獲る漁業から育てる漁業へ



離島における産業廃棄物事情

廃棄物等の島内での処理に関する問題点

●島内に廃棄物処理業者が少ない。

●リサイクル製品の販売先がない。

●慣習による不適切な廃棄物の処理が行われている。

（野焼き、退蔵等）

●島内の処理に関わる業者の横の連絡がない。

廃棄物等の島外への搬出に関する問題点

●集積ヤードから港湾までの陸上輸送コストがかかる。

●港湾における人、一般貨物、廃棄物等の混在。

●港湾における仮置ヤードの不足。

●港湾における仮置時の景観、飛散等の問題。

●工夫しないと海上輸送コストが高くなる。

●廃棄物等の運賃負担能力が小さく、輸送業者の負担が大きい。

●島内の輸送に関わる業者の横の連絡がない。

離島における廃棄物等の処理・輸送に関する調査報告書

九州運輸振興センター より抜粋

（資料） 日本財団図書館

http://nippon.zaidan.info/seikabutsu/2002/00505/contents/032.htm#02

２６

［④関連］

①島内で処理可能な廃棄物と本土への
運搬処理が必要な廃棄物の分別

②施設の整備（ハード）を効率化させる
ソフト対策（情報管理・収集体制等）

※①，②に加え、近年増加しつつある
漂着ゴミ（海域の水質悪化を招く）対
策も必要

熊本大学法学部 外川教授の意見を参考

離島内で整備する処理施設と、海運と連携

させた静脈ネットワークの構築が必要

（方向性として・・・）



東アジアを視野に入れた広域的な物質循環システム

• 日本からアジアとくに中国へ、エネルギー需要等の急増を背景に、再生資源の輸出が増加してい
る。中国に近い九州とアジアとの結びつきは、動脈だけでなく静脈の面でも深まっている。

• 今後は、物流だけでなく、環境や資源循環ネットワーク構築のための、ヒトや技術（情報）の交流
連携が必要である。

資料）「アジア資源循環型ネットワーク構築可能性調査」2002年 九州経産局 ２７

［④関連］

アジア資源循環型ネットワーク構築に向けた連携のあり方
アジア資源循環型ネットワーク構築に向けた連携のあり方

日

本

相

手

国

技術・人材・情報
技術・人材・情報

日本からの輸出
日本からの輸出

日本への輸入
日本への輸入

・高品質な循環資源

・将来シナリオを考慮した戦略策定

・相手国での処理に伴う環境保全

・技術・制度面での経験を活かした協力

・日系企業のニーズに対応

・民営化案件への対応

・留学生受入、フォロー

・再生資源の購入

・日本の施設・プラントの活用

※ 日本の人件費では分別が経済ベースで行え
ない資源を相手国で分別

※液晶ガラスのリユースなど、日本のプラントを利
用することが有効であるものへ対応

経済成長が著しいアジア諸国に対する循環資源の輸出量拡大
経済成長が著しいアジア諸国に対する循環資源の輸出量拡大



• 環境・リサイクル関連産業は、環境問題が深刻化し循環型社会への転換が急がれるなか、有望
なリーディング産業と期待される。

• 九州では北九州・大牟田・水俣の３地域がエコタウンの地域指定を受けており、これらの地域を
中心に環境ビジネス展開において先導的な取り組みが行われている。

• 北九州エコタウンでは、地理的に近接するアジアまでを対象地域とし、リサイクルが事業として展
開されている。

エコタウン

エコタウンとは、ゼロ・
エミッション構想（産業か
ら出るすべての廃棄物を
他の分野の原料として活
用し、廃棄物をゼロにす
ることを目指す構想）を
基本とした、自然にやさ
しい環境と調和したまち
づくりが進められている
地域のこと。

国のエコタウン制度は、
ゼロ・エミッション構想に
基づいて、地域の振興を
図りながら環境と調和し
たまちづくりを進めていく
ために、平成９年度に設
けられた制度。各地でエ
コタウン計画が策定・申
請され、全国でこれまで
に２４地域が承認されて
いる。

循環型社会に対応した九州の技術・産業集積

２８

［④関連］


